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次      第 

 

 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 委員紹介 

４ 座長，副座長の互選 

５ 議  事 

（１）会議の公開について 

（２）第６次宮城県地域医療計画及び第２期宮城県医療費適正化計画の進捗

状況について 

（３）第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適正化計画を含む）

の概要について 

（４）第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適正化計画を含む）

の構成案について 

６ そ の 他 

７ 閉  会 
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資料３ 宮城県情報公開条例（抄），傍聴要領（案） 
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資料６ 第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適正化計画を含む）の策定につ

いて 

資料７ 医療圏について 

資料８ 第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適正化計画を含む）構成（案） 

 

＜参考資料１＞ 厚生労働省医政局長通知「医療計画について」 

 ＜参考資料２＞ 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知「疾病・事業及び在宅医療に係る医

療体制について」 

 ＜参考資料３＞ 平成２８年厚生労働省告示「医療費適正化に関する施策についての基本的な

方針」 
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宮城県地域医療計画策定懇話会開催要綱 

 

（目的） 

第１ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の４第１項の規定に基づく新しい宮城県地

域医療計画及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第９条第１項の

規定に基づく新しい宮城県医療費適正化計画の策定に向けて，当該計画案に対する学識経験者，

関係団体，医療関係者及び医療を受ける立場にある者の意見の聴取を行うため，宮城県地域医

療計画策定懇話会（以下「懇話会」という。）を開催する。 

（所掌事務） 

第２ 懇話会は次の事項について，意見聴取を行うものとする。 

(1) 第７次宮城県地域医療計画（案）の策定等に関すること 

 (2) 第３期宮城県医療費適正化計画（案）の策定等に関すること 

（構成等） 

第３ 懇話会は，知事が別に定める者（以下「構成員」という。）の出席をもって開催する。 

２ 構成員の人数は，２５人以内とする。 

（座長及び副座長） 

第４ 懇話会に座長及び副座長を置く。 

２ 座長は会議の進行を行う。 

３ 座長に事故あるとき，又は欠けたときは，副座長がその職務を代理する。 

（会議） 

第５ 懇話会は，知事が招集する。 

２ 知事は，必要があると認めるときは，懇話会に構成員以外の者を出席させることができる。 

（庶務） 

第６ 懇話会の庶務は，宮城県保健福祉部医療政策課において処理する。 

（その他） 

第７ この要綱に定めるもののほか，懇話会の運営に関し必要な事項は，知事が別に定める。 

   附 則 

１ この要綱は，平成２９年６月１日から施行する。 

２ この要綱は，平成３０年３月３１日限り，その効力を失う。 

資料２ 



宮城県情報公開条例（平成 11年条例第 10号）（抄） 

 

(会議の公開) 

第十九条 実施機関の附属機関の会議その他の実施機関が別に定める会議(法令の規定により公開する

ことができないとされている会議を除く。)は、公開するものとする。ただし、次に掲げる場合であって

当該会議の構成員の三分の二以上の多数で決定したときは、非公開の会議を開くことができる。 

一 非開示情報が含まれる事項について調停、審査、審議、調査等を行う会議を開催する場合 

二 会議を公開することにより、当該会議の公正かつ円滑な運営に支障が生ずると認められる場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

(行政文書の開示義務) 

第八条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情報のいずれかが記録されている場合を除

き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。 

一 法令(条例を含む。以下同じ。)の規定により公開することができないとされている情報 

二 個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、特定の個人が識別され、若しくは識別され得るもの

又は特定の個人を識別することはできないが、公開することにより、なお個人の権利利益が害されるおそれがあるもの。ただし、次に掲

げる情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として公開され、又は公開することが予定されている情報 

ロ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和二十二年法律第百二十号)第二条第一項に規定する国家公務員(独立行政法人通則法(平成十

一年法律第百三号)第二条第四項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。)、独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公

開に関する法律(平成十三年法律第百四十号)第二条第一項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。)の役員及び職員、地方公務員法

(昭和二十五年法律第二百六十一号)第二条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人及び公社の役員及び職員をいう。)である場合に

おいて、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び当該職務遂行の内容に係る

部分 

三 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び公社を除く。以下「法人等」という。)に関する情報

又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益が損なわれると認められるもの。ただし、事業活動によって生じ、又は生ずるおそれのある危害から人の生命、身体、健康、生活

又は財産を保護するため、公開することが必要であると認められる情報を除く。 

四 公開することにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれが

あると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

五 県の機関、県が設立した地方独立行政法人、公社又は国等(国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人(県が設立したも

のを除く。)その他の公共団体をいう。以下この項において同じ。)の機関が行う衛生、営業、建築、交通等に係る規制等に関する情報で

あって、公開することにより、人の生命、身体、健康、生活又は財産の保護に支障が生ずるおそれのあるもの 

六 県、県が設立した地方独立行政法人、公社又は国等の事務事業に係る意思形成過程において行われる県の機関内部若しくは機関相互

の間若しくは県が設立した地方独立行政法人若しくは公社の内部又は県の機関、県が設立した地方独立行政法人、公社及び国等の機関の

相互の間における審議、検討、調査、研究等に関する情報であって、公開することにより、当該事務事業又は将来の同種の事務事業に係

る意思形成に支障が生ずると明らかに認められるもの 

七 県の機関、県が設立した地方独立行政法人、公社又は国等の機関が行う検査、監査、取締り、争訟、交渉、渉外、入札、試験その他

の事務事業に関する情報であって、当該事務事業の性質上、公開することにより、当該事務事業若しくは将来の同種の事務事業の目的が

達成できなくなり、又はこれらの事務事業の公正若しくは円滑な執行に支障が生ずると認められるもの 

資料３ 



 

 

 

傍 聴 要 領 （案） 

 

 

                          宮城県地域医療計画策定懇話会 

 

 

１ 傍聴する場合の手続き 

（１）会議の傍聴を希望する方は，会議の開催予定時刻までに，事務局の指示に従っ

て会議の会場に入室してください。 

  （２）傍聴の受付は，先着順で行います。従って，定員になり次第，受付を終了しま

す。 

 

２ 会議を傍聴するに当たって守っていただく事項 

  （１）傍聴者は，会議を傍聴するに当たっては，座長の指示に従ってください。 

  （２）会議開催中は，静粛に傍聴することとし，拍手その他の方法により公然と可否

を表明しないでください。 

  （３）会場において飲食又は喫煙をしないでください。 

  （４）会場において，写真撮影，録画，録音等を行わないでください。ただし，座長

の許可を得た場合は，この限りではありません。 

 （５）その他会議の支障となる行為をしないでください。 

 

３ 会議の秩序の維持 

  傍聴者が２の規定に違反したときは，注意し，なおこれに従わないときは，退場して

いただく場合があります。 



項目 目指すべき方向性 取組状況・現状 指　　標　　名 目　標　値 現時点での状況 今後の方向性

医療圏の設定

向こう５年間のみならず，１０年先も見据えた上で，将来に
わたる震災復興や連携も踏まえ，より広域的な視点で医
療提供体制を構築していくことが必要であることから，二
次医療圏を７圏域から４圏域に見直し。

【仙南医療圏】白石市，角田市，刈田郡，柴田郡，伊具郡
【仙台医療圏】仙台市，塩竃市，名取市，多賀城市，岩沼市，富谷市，亘理郡，宮城郡，黒川郡
【大崎・栗原医療圏】栗原市，大崎市，加美郡，遠田郡
【石巻・登米・気仙沼医療圏】石巻市，気仙沼市，登米市，東松島市，牡鹿郡，本吉郡

●再編地域における中核的医療機関等に対して，地域医療再生臨時特例基金等を活用した財政
支援や循環的医師配置等を行うことで，地域の医療機能の底上げを図った。

●医療計画作成指針における二次医療圏の見直し基準に変
更なし。現行の４医療圏を基本として今後の医療提供体制を
検討していく。

基準病床数
医療法第３０条の４第２項第１４号に規定する基準病床
数の種別ごとに区域別基準病床数を設定。

●国算定式に基づき算定を行う。
●療養病床，一般病床及び精神病床に係る基準病床数の算
定に使用する数値等が改定されたことから，７次医療計画策
定にあわせて見直しの予定。

医療安全管理部門を設置し
ている病院数

平成23年度 95病院 平成28年度 135病院 全病院 未達成

患者のための相談窓口を設
置している病院数

平成23年度 108病院 平成28年度 110病院 全病院 未達成

県医療安全支援センターへ
の看護師等の専任職員の配
置

平成24年度 1名 平成28年度 2名 1名 達成

医療機能情報提供システム
（みやぎのお医者さんガイド）
の年間アクセス件数

平成23年度 72,685件 平成28年度 70,591件 80,000件 未達成

がん診療連携拠点病院にお
けるチーム医療体制の整備

平成22年 － 平成28年度

すべての拠点病院の
チーム医療が実施され
ているが，放射線療法
における専門医などの
専門性の高い人材配置
が不足

100% 未達成

悪性新生物の年齢調整死亡
率（75歳未満）（人口10万
対）

平成22年 81.7 平成27年 77.3 71.8 未達成

脳卒中地域連携クリティカル
パス参加医療機関数

平成23年度 12病院 平成27年度 17病院 17病院 達成

在宅等生活の場に復帰した
患者の割合

平成20年 65.8% 平成26年 60.0% 80.0% 未達成

脳血管疾患による年齢調整
死亡率（人口10万対）

平成22年
男性61.8
女性33.9

平成27年
男性43.0
女性23.7

男性55.6
女性30.5

達成

モデル的に脳卒中対策の会
議を設置

平成23年度 － 平成28年度 ー 1 未達成

第６次宮城県地域医療計画の進捗状況

基準値 現況値

医療安全対策
●県内各医療施設における医療安全管理体制の充実強
化を推進します。
●医療安全支援センターの体制充実を推進します。

●医療機関への定期立入検査や特別立入検査を実施し，科学的かつ適正な医療を提供するよう
に指導した。
●専任の相談員の確保や研修等への積極的な参加を進めるとともに，他機関との連携を強化する
ことにより，相談窓口の質の維持･向上を図った。

●医療相談窓口の設置については，医療法第２５条に基づく
立入検査により実態を確認し，必要に応じて指導・助言を行い
ながら，引き続き患者や家族が相談できる体制を整えていく。

がん

●手術療法，放射線療法，化学療法を組み合わせた集
学的治療の提供体制の更なる充実とチーム医療を推進
します。
●がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成と確保
を図ります。
●がんと診断された時からの緩和ケアを推進します。
●地域の在宅医療・介護サービス提供体制を構築しま
す。
●地域がん登録の精度を向上させていきます。

●緩和ケア・放射線療法・化学療法に関する研修の開催や地域の中核的な病院への専門医の派
遣等を支援することで，がん医療従事者の育成・スキルアップを図った。
（がん診療機能強化事業）
（がんプロフェッショナル養成推進プラン）
●地域の関係者からの意見聴取等を通して，地域における在宅緩和ケアに関する連携を推進し
た。
（がん患者・家族支援対策推進事業）
●がん登録従事者に対する研修を開催し，がん登録の精度向上を図った。
（がん登録推進事業）

●がん診療提供体制について，標準的な手術療法，放射線
療法，化学療法等の提供体制，緩和ケア，がん相談支援セン
ターの整備，院内がん登録，キャンサーボードの実施等につい
て，拠点病院を中心とした取組を推進する。また，拠点病院と
連携し，専門性の高い人材を配置した診療体制の整備を図
る。
●年齢調整死亡率減少の目標値に至らなかった要因として，
喫煙率やがん検診受診率の目標値が達成できなかったこと等
が考えられることから,，予防に関する施策を充実させていく。

脳卒中

●急性期・回復期脳卒中医療体制について，地域バラン
スのよい集約化を推進します。
●維持期脳卒中医療体制において，在宅医療の均てん
化を促進します。
●脳卒中地域連携クリティカルパスの活用や，ＩＣＴによる
ネットワークの整備等によって，急性期・回復期・維持期
医療のシームレスな連携を推進します。

●発症後の速やかな搬送体制を整備するため，長期入院が予測される脳疾患等の患者を受け入
れた医療機関を支援し，救急受入医療機関の確保を図った。
（搬送困難事例受入医療機関支援事業）
●退院コーディネーターを配置する医療機関を支援し，維持期医療体制の安定化を図った。
（救急患者退院コーディネーター事業）
●オンライン脳卒中地域連携パスを含むＩＣＴによる地域医療ネットワークの整備を支援した。
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク整備事業）

●引き続き，発症後の速やかな救急搬送体制を整備するとと
もに，急性期から維持期までの円滑な医療連携体制の安定化
を図る。また，「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の
運営団体と連携し，ＩＣＴによる地域医療ネットワークの拡充を
進める。

H29.3.31現在

基準病床数 既存病床数 差引
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

仙南 1,450 1,316 134
仙台 9,878 12,132 ▲ 2,254
大崎・栗原 2,855 2,722 133
石巻・登米・気仙沼 2,991 2,609 382

計 17,174 18,779 ▲ 1,605
精神病床 県全域 5,021 6,174 ▲ 1,153

感染症病床 県全域 28 28 0
結核病床 県全域 62 62 0

病床の種別 区域

一般病床
及び

療養病床

資料４ 
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項目 目指すべき方向性 取組状況・現状 指　　標　　名 目　標　値 現時点での状況 今後の方向性基準値 現況値

地域連携クリティカルパス導
入の医療圏数

平成23年度 － 平成28年 1 ４医療圏 未達成

12誘導心電図伝送システム
搭載救急車数

0台 平成28年度 24台 24台 達成

急性心筋梗塞による年齢調
整死亡率（人口10万対）

平成22年
男性16.9
女性　7.9

平成27年
男性11.5
女性  5.3

男性15.2
女性  7.1

達成

糖尿病に係る研修会の開催
数

平成23年度 － 平成28年度
３回

（２区域）

各地域医療対策委員
会等区域で年１回以

上
未達成

糖尿病地域連携クリティカル
パスを導入・活用する医療圏
の数

0 平成28年 1 4 未達成

自殺死亡率（人口10万対） 平成22年
22.8

（全国23.4）
平成27年

17.4
（全国18.5）

19.4 達成

1年未満入院者の平均退院
率

平成22年
68.1%

（全国71.4%）
平成26年

69.2%
（全国71.7%）

73.8% 未達成

精神科救急医療システムの
24時間化

平成22年 一部時間帯実施 平成28年 一部時間帯実施 24時間実施 未達成

医療相談窓口の設置 平成22年 0ヶ所 平成28年 1ヶ所 1ヶ所 達成

こころの健康　K6が10点以
上の割合

平成22年
9.4%

（全国8.4%）
平成25年

11.5%
（全国9.7%）

8.4% 未達成

認知症サポート医養成研修
修了者数

平成23年度 23人 平成28年度 95人 45人 達成

病院収容所要時間 平成23年
40.1分

（全国38.1分）
平成27年

42.5分
（全国39.4分）

平成29年
全国平均 未達成

搬送先選定困難事例構成
比（照会件数4回以上）

平成22年
6.2%

（全国3.8%）
平成27年

6.7%
（全国2.7%）

3.8%
（平成22年）

未達成

搬送先選定困難事例構成
比（現場滞在30分以上）

平成22年
7.3%

（全国4.8%）
平成27年

10.9%
（全国5.2%）

4.8%
（平成22年）

未達成

急性心筋梗塞

●急性心筋梗塞発症後の速やかな救命処置と搬送を実
現するために県民への啓発を実施します。
●かかりつけ医と急性期医療機関との連携により，予防か
ら，急性期，回復期，再発予防まで継続して提供できる
医療体制を構築します。
●社会復帰に向けた心臓リハビリテーションと在宅医療の
充実を図ります。エビデンスに基づいた再発予防を推進し
ていきます。

●発症後の速やかな救命処置実施と搬送体制整備を図るため，地域救急医療ワークショップの実
施など，救急医療及び救急搬送に関する県民への普及啓発を行った。
（救急医療普及啓発事業）
●１２誘導心電図伝送システム整備事業の実施
●ＩＣＴによる地域医療ネットワークの整備を支援した。
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク整備事業）

●引き続き，発症後の速やかな救急搬送体制を整備するとと
もに，急性期から維持期までの円滑な医療連携体制の安定化
を図る。また，「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の
運営団体と連携し，ＩＣＴによる地域医療ネットワークの拡充を
進める。

糖尿病

●メタボリックシンドロームや糖尿病の発生及び重症化の
予防及び合併症についての正しい知識と生活習慣改善
の方法についての普及啓発を行います。
●地域連携クリティカルパスを導入して，糖尿病専門医と
かかりつけ医の連携を促進し，かかりつけ医による糖尿病
患者の的確な管理・治療体制の整備を図ります。

●生活習慣病予防のための講習会やスマートみやぎプロジェクトに位置付けている各種セミナー，
特定健診・保健指導実践者育成研修等を開催するとともに，スマートみやぎ健民会議を基盤とした
健康情報の発信を通して，糖尿病の発症予防と健康づくりを推進した。
（食生活改善普及事業）
（メタボリックシンドローム対策戦略事業）
●ＩＣＴによる地域医療ネットワークの整備を支援した。（再掲）
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク整備事業）
●東北大学病院による在宅透析医療推進の取組（在宅透析支援スタッフの配置や在宅透析管理
教育の実施等）を支援した。
（第二期地域医療再生事業）

●スマートみやぎ健民会議を基盤とした健康情報の発信を通
して，糖尿病の発症予防と健康づくりを推進するほか，関係団
体と連携し，糖尿病重症化予防を講じていく。また，「みやぎ医
療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の運営団体と連携し，ＩＣＴ
による地域医療ネットワークの拡充を進める。

精神疾患

●精神疾患やこころの問題については，保健・医療・福祉
が連携して，誰もが身近な相談機関や医療機関におい
て，相談，診療を受けることができ，住み慣れた地域で安
心した生活を続けることができる体制を整備します。
●必要なときに，いつでも患者の状態に応じて，外来医療
や訪問医療，入院医療等が適切に受けられる体制を整
備します。

●相談支援技術の向上を図るための研修開催や「アルコール」「薬物」「自死」等に関する専門相
談・講演会の実施及び電話相談窓口の設置を通して，市町村・保健所等における相談体制を充
実・強化した。
（心の健康づくり推進事業）
（特定相談指導等事業）

●保健福祉事務所等において県域内の事業の推進及び評価，課題整理等を行う会議の開催や
高齢入院患者の退院に向けた包括的な支援を行い，入院患者の早期退院に向けた相談・支援体
制の整備を促進した。
（精神障害者地域移行支援事業）

●精神科救急情報センターを運営するほか，土曜・休日当番病院及び通年夜間当番病院におい
てそれぞれ空床１床を確保し，救急対応体制を整備した。
（精神障害者救急医療体制整備事業）

●認知症サポート医の養成、かかりつけ医を始めとした認知症対応力向上研修の開催及び認知症
疾患医療センターの運営等により、認知症地域医療の支援を行った。
（認知症サポート医養成研修）
（かかりつけ医認知症対応力向上研修）

●引き続き地域において安心して暮らせるよう障害福祉サービ
ス等との連携も含め，体制整備を進めていく。
●今後も自殺対策緊急強化基金や地域自殺対策強化交付
金を活用することで，医療関係者への研修等を実施し，更なる
対応の強化を図っていく。
●引き続き精神科救急情報センターを運営するほか，２４時
間対応できる医療体制へ向けて，当番病院の対応時間の拡
充を図る。
●今後も地域において、認知症の方が安心して暮らせる環境
づくり、支援体制が欠かせないことから、引き続き認知症サ
ポート医等の養成を図っていく。

救急医療

●初期救急医療体制については，平日夜間の初期救急
体制整備を支援し，また，かかりつけ医等による救急患者
受入を促進します。
●二次救急医療体制については，病院群輪番制の機能
を強化し，後方病床の確保・医師が診療可能な領域の拡
大を図ります。
●三次救急医療体制については，救急科専門医を養成
し，救命救急センターの安定的運営の確保に努めます。
●救急医療情報システムについて即時性のある情報提
供体制を構築します。
●県民に対して，救急医療機関の適正な利用の啓発を
行います。

●仙台医療センターと東北大学病院でドクターヘリ基地病院の整備やフライトドクター及びフライト
ナースの養成も行いながら、平成２８年１０月２８日から、ドクターヘリの運航を開始した。
（ドクターヘリ運航事業）　（ドクターヘリ基地病院整備事業）
（地域医療介護総合確保事業）
●みやぎ県南中核病院に、ヘリポートを含む必要なハード整備支援するなどして、平成26年7月に
救命救急センターの運営を開始したことで、すべての二次医療圏に対して救命救急センターの設
置が実現した。このほか、救命救急センターの運営安定化を促進した。
（地域救命救急センターの設置事業）（救命救急センター運営費補助事業）
●石巻市夜間急患センターの新築をはじめ、休日夜間急患センターの整備を支援したほか、二次
救急医療機関に対しても必要な支援を実施した。
●医師や看護師等を対象として、ＢＬＳ（一次救命処置）、ＡＣＬＳ（二次救命処置）、ＰＴＬＳ（病院内
外傷初期診療）、ＰＡＬＳ（小児二次救命処置）の各種研修を実施した。
●現場到着から医療機関等への収容時間を短縮するため，受入困難事案に該当する患者を受け
入れた医療機関を支援し，救急受入医療機関の確保を図った。
（搬送困難事例受入医療機関支援事業）
●退院コーディネーターを配置する医療機関を支援し，急性期医療機関における救急用ベッドの
確保を促進した。
（救急患者退院コーディネーター事業）

●初期救急医療体制については，引き続き地域の救急医療
資源の実情に応じた平日夜間及び休日の初期救急体制整備
を支援し，また，かかりつけ医等による救急患者受入を促進す
る。
●二次救急医療体制については，病院群輪番制の機能を強
化し，後方病床の確保，医師が診療可能な領域の拡大を図
る。
●三次救急医療体制については，救急科専門医を養成し，救
命救急センターの安定的運営の確保に努める。
●救急医療情報システムについて即時性のある情報提供体
制を構築する。
●県民に対して，救急医療機関の適正な利用の啓発を行う。
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項目 目指すべき方向性 取組状況・現状 指　　標　　名 目　標　値 現時点での状況 今後の方向性基準値 現況値

災害拠点病院が病院機能を
維持するために必要な全て
の建物が耐震構造である病
院の割合

平成24年度 93.3% 平成28年 93.8% 100.0% 未達成

DMAT研修修了チーム数 平成23年度 21 平成28年度 39 41 未達成

宮城県救急医療情報システ
ム加入病院数

平成23年度 106 平成28年度 139
140

（全病院数）
※策定当時は147

未達成

へき地医療拠点病院の指定 平成23年度 3病院 平成27年度 4病院 5病院 未達成

代診医派遣回数 平成23年度 22回 平成27年度 40回 40回 達成

周産期死亡率（出産千対） 平成22年
3.8

（全国4.2）
平成27年

3.5
（全国3.7）

3.5以下 達成

産科・産婦人科医師1人当
たりの年間出生数
（出生数／産科産婦人科医
師数）

平成22年
103.95

（全国100.57）
平成26年

91.72
（全国90.53)

100以下 達成

母胎・新生児の県外搬送件
数

平成22年 3人 平成27年 2人 0人 未達成

乳児死亡率（出生千対） 平成22年 2.5
（全国2.3） 平成27年 1.6
（全国1.9） 2.3 達成

小児人口１万人当たりの小
児科医師数

平成22年 8.7
（全国9.4） 平成26年 9.1 9.4 未達成

在宅療養支援診療所数
平成23年8月1日

現在
128ヶ所

5.4ヶ所/10万人

平成28年
4月1日
現在

144ヶ所
6.2ヶ所/10万人

各医療圏
10.3ヶ所／10万人

未達成

訪問看護ステーション数
平成23年8月1日

現在
103ヶ所

4.4ヶ所／10万人.

平成28年
4月1日
現在

126ヶ所
5.7ヶ所／10万人.

各医療圏
5.3ヶ所／10万人

未達成

在宅死亡率 平成22年 17.9%
（県全体） 平成27年 20.6%
（県全体） 30%
（各医療圏） 未達成

在宅医療に必要な連携を担
う拠点の設置

なし 平成27年度 県内8か所
人口10万人に

1ヶ所程度
未達成

災害医療

●医療関係機関と防災関係機関が連携し，大規模災害
発生時に「防ぎ得た死」が発生しないよう，医療救護体制
を構築します。
●災害拠点病院等の充実を図ります。

●ＳＣＵ本部の運営に必要な機器や医薬品等を整備した。また，宮城県医師会が中心となりＪＭＡ
Ｔ宮城が発足するとともに，医療関係団体間における定期的な調整会議等を開催した。
（第二期地域医療再生事業）
●地域医療再生基金や医療施設耐震化臨時特例基金を活用し，災害拠点病院におけるヘリポー
ト整備・耐震化等を進めた。
（地域医療復興事業）
（医療施設耐震化事業）
●各災害拠点病院におけるＤＭＡＴ整備及び訓練，災害医療従事者等の研修を実施した。
（第二期地域医療再生事業・第三期地域医療再生事業）

●県内全災害拠点病院の耐震化，ＤＭＡＴチームの配備及び
宮城県救急医療情報システムへの病院の加入がほぼ完了し
た。
●整備された体制が災害時に迅速かつ適切に行えるよう，県
の総合防災訓練等の場を活用し，体制の強化を図っていきた
い。

へき地医療

●地域の住民が安心して良質な医療を受けられる医療
を整備するため，無医地区等への安定的な医療提供体
制を確保します。
●へき地医療拠点病院を新たに指定することで，へき地
医療支援体制の充実に努めます。
●へき地医療を担う医師が安心して勤務・生活できるよ
う，動機付けとキャリアパスの形成を支援し，へき地の医
療従事者の定着を図ります。
●専門医が不足する地域における病院・診療所間の連
携や医師間による連携を図るため，ICTを活用した「遠隔
カンファレンス」の導入促進に努めます。

●へき地医療拠点病院が実施する医師派遣を支援するとともに，へき地診療所の運営及び設備
整備を補助した。
（へき地診療所代診医派遣）
（へき地診療所運営・設備整備事業）
●平成２７年度に，みやぎ県南中核病院をへき地医療拠点病院に指定した。
●全国の医学生を対象に，へき地医療拠点病院における取組を学習するための研修会を開催し
た。
（地域医療再生事業）
●ＩＣＴによる地域医療ネットワークの整備を支援した。（再掲）
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク整備事業）

●引き続き，へき地医療拠点病院からの代診医派遣や，施
設・設備整備費補助等の支援を行い，安定的な医療の確保と
支援体制の充実強化を推進する。また，「みやぎ医療福祉情
報ネットワーク（MMWIN）」の運営団体と連携し，ＩＣＴによる地域
医療ネットワークの拡充を進める。

周産期医療

●周産期医療機能の集約化・重点化を図ります。
●医師の確保と助産師の専門性を活用していきます。
●新生児医療提供体制の充実を図ります。
●周産期医療の円滑な連携体制を整備していきます。
●ICTによる周産期医療ネットワークシステムを構築し，運
営していきます。

●県北地域において，産科医療資源の集約化・重点化を図るため，産科セミオープンシステムを
推進した。
（周産期医療地域連携システム定着事業）
●産科医療関係者に対する研修を開催するとともに，分娩手当や研修医手当を支給している医療
機関を支援することで，産科医等の確保を図った。また，助産師外来に関する運営等を支援した。
（地域医療介護総合確保事業）
●周産期母子医療センターにおけるＮＩＣＵ等の整備及び入院児支援コーディネーターの配置を支
援した。
（第二期地域医療再生事業）
（ＮＩＣＵ入院児支援事業）
●新・周産期医療情報ネットワークシステム運営事業の実施

●引き続き周産期医療機能の集約化，重点化を図るととも
に，産科医等の確保や研修開催等の取組を続け，体制整備
を進めていく。

小児医療

●小児科医療機能の集約化を推進し，持続可能な小児
救急医療を効率的，効果的に提供していくことを目指しま
す。
●子どもの急病時等における保護者の不安を軽減すると
ともに，小児科医師の勤務負担の軽減に努めます。
●小児科医師の確保や定着に努めます。
●発達障害に対応できる医師の育成などを進め，幼児期
から成人期まで，それぞれのライフステージや特性に応じ
て適切な支援が受けられる体制を目指します。
●濃厚な医療を必要とする子どもがNICUを含む専門医療
機関から在宅へ安全に移行できる，また，安心して在宅
生活を継続できる体制を目指します。

●東北大学病院の実施する小児救急に関する実態等調査や市町村による休日等小児診療体制
の整備を支援するとともに，こども夜間安心コールを実施することで，小児救急医療の効率化を
図った。
（地域医療介護総合確保事業）
●東北大学に小児科医師育成寄附講座を設置して地域医療支援の充実強化を図るとともに，同
大学に設置された新生児医療研修センターにおける新生児科指導医の養成を支援した。また，一
般小児科医を対象とした発達障害診療に関する講習会開催を支援した。
（第三期地域医療再生事業）
（地域医療介護総合確保事業）

●引き続き，小児科医の育成と定着に取り組むほか，小児救
急医療体制の充実・強化を図る。また，発達障害や小児在宅
医療提供体制の整備，相談体制の充実等について，関係機
関との連携により，検討を進める。

在宅医療

●県内すべての地域で在宅医療サービスの提供が24時
間可能となる体制を目指します。
●入院医療機関における相談，退院支援機能を強化し，
患者や家族、関係機関へ在宅医療に関する情報が提供
できる体制を構築します。
●医療，介護の多職種連携により，在宅療養者や家族が
安心して療養できるように，みやぎ高齢者元気プランが目
指す地域包括ケア体制と整合性を図りながら在宅医療
提供体制を構築します。
●終末期においても可能な限り自宅で療養を望む住民が
多いことから，在宅での看取りが可能となる在宅医療・介
護体制を構築します。
●県民や医療従事者に対して，在宅医療についての普
及啓発を推進していきます。

●夜間対応を担う在宅療養支援診療所の増加を促すため，同診療所届出前の期間における緊急
往診や看取り等への取組を支援した。また，訪問診療等で必要となる設備の整備を支援した。
（地域医療介護総合確保事業）
●ＩＣＴによる地域医療ネットワークの整備を支援した。（再掲）
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク整備事業）
●訪問看護に必要な施設・設備整備を支援するとともに，訪問看護に従事する看護職員を対象と
した研修等を開催し，訪問看護の量と質の確保を図った。
（地域医療介護総合確保事業）
●在宅医療従事医師を育成する医療機関に対する支援や医療・介護連携に関する研修会の開
催を通して，在宅医療従事者の確保・養成を図った。
（地域医療介護総合確保事業）

●引き続き，在宅医療を提供する医療機関への支援や在宅
医療に従事する医療従事者の育成等に取り組むとともに，平
成28年度から開催している「在宅医療推進懇話会」において，
課題の整理と取組の方向性の検討を進めていく。
また，「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の運営団
体と連携し，ＩＣＴによる地域医療ネットワークの拡充を進める。

仙南 18.3%

仙台 23.2%

大・栗 12.8%

石・登・気 18.2%

県計 20.0%

H29.6.1時点

箇所数（人口１０万対）

仙南 6（3.4）

仙台 98（6.4）

大・栗 13（4.8）

石・登・気 17（4.9）

県計 134（5.8）

H29.6.1時点

箇所数（人口１０万対）

仙南 4（2.3）

仙台 83（5.4）

大・栗 18（6.6）

石・登・気 19（5.5）

県計 124（5.3）

3/5



項目 目指すべき方向性 取組状況・現状 指　　標　　名 目　標　値 現時点での状況 今後の方向性基準値 現況値

在宅訪問診療を実施してい
る歯科医療機関数

平成24年度 185 平成28年 254 280 未達成

医科歯科連携のクリティカル
パスを活用している歯科医療
機関数

平成24年度 85 － ー 150 ー

第一種感染症指定医療機
関数

平成23年度 指定なし 平成28年度
指定なし

（H30年度予定）
1ヶ所（2床） 未達成

喀痰塗抹陽性肺結核初回
治療患者の治療失敗・脱落
中断率

平成23年 4.65% 平成27年 5.19% 5％以下の維持 未達成

麻しん風しん予防接種率（定
期）

平成23年度
第一期：96.5%
第二期：93.7%

平成27年度
第一期：97.9%
第二期：93.2%

第一期，第二期
とも95％以上

第1期は達成。
第2期は未達成

拠点病院等の数 平成23年度 37 平成28年度 40 40 達成

ホームヘルパー養成数 平成23年度 275 平成28年度 657 500 達成

医師数（人口10万対） 平成22年
222.9

(全国230.4)
平成26年

232.3
(全国244.9)

230.4 達成

歯科医師数（人口10万対） 平成22年
77.6

(全国79.3)
平成26年

79.8
(全国81.8)

79.3 達成

薬剤師数（人口10万対） 平成22年
207.6

(全国215.9)
平成26年

216.0
(全国226.7)

215.9 達成

看護師数（人口10万対） 平成22年
684.5

(全国744.0)
平成26年

778.4
(全国855.2)

744 達成

理学療法士数（人口10万
対）

平成22年
26.1

(全国37.1)
平成26年

36.5
(全国52.1)

37.1 未達成

作業療法士数（人口10万
対）

平成22年
18.1

(全国24.0)
平成26年

23.8
(全国31.3)

24 未達成

言語聴覚士数（人口10万
対）

平成22年
5.5

(全国7.5)
平成26年

8.0
(全国10.6)

7.5 達成

歯科医療

●在宅における歯科医療提供体制の整備を推進します。
●５疾病患者，入院患者，在宅療養者等に対する口腔
ケアや口腔機能管理の実施を推進します。
●口腔がんや複雑な顎骨骨折等の手術や入院が必要な
歯科治療が実施できる病院と歯科診療所の連携を促進
します。
●二次医療圏ごとに地域の中核病院，医科診療所，歯
科診療所，介護事業所等との連携の促進を図ります。
●歯科救急医療体制の整備を図ります。
●災害時における歯科保健・医療体制の整備を図りま
す。

●医科歯科連携に関する研修や調査等を実施するとともに，訪問歯科診療に積極的な歯科医療
機関を支援することで，在宅歯科医療提供体制の整備を推進した。
（地域医療介護総合確保事業）
●みやぎ県南中核病院と連携して術前及び退院後の口腔ケアを実施する在宅歯科医療センター
の整備を支援したほか，各医療圏の地域医療支援病院等で実施する院内口腔管理体制の整備を
補助した。
（地域医療再生事業）
（地域医療介護総合確保事業）

●５疾病や入院，在宅における口腔ケアの重要性に鑑み，こ
れまでの取組を継続し，在宅歯科医療提供体制の整備，及び
各医療圏の地域医療支援病院等で実施する院内口腔管理
体制の整備を推進する。

感染症対策

●新興・再興感染症等の発生時対応体制を整備するた
め，感染症病床の確保による適切な医療提供体制を確
立するとともに，感染症に関する知識の普及・啓発，保健
所での検査・相談体制の充実を図ります。
●新型インフルエンザの発生に備え，関係機関との連携
を強化し，適切な医療提供体制の整備・充実を図りま
す。
●肝炎に関する正しい知識の普及・啓発を行うとともに，
検査・治療などの総合的な推進を図り，要診療者に対す
る早期治療を促進して肝がんなどの予防を図ります。

●感染症指定医療機関に対して運営費を補助するほか，感染症予防に係る調査等を実施した。
（感染症予防事業）
●結核患者の服薬完遂及び感染拡大防止のため，服薬確認訪問を実施した。また，ＤＯＴＳカン
ファレンスに参加した。
（結核対策特別促進事業）
●新型インフルエンザ対策医療提供体制を整備するため連絡調整会議を開催するとともに，啓発
のためのポスターを作成した。また，国の行動計画に基づき備蓄薬を確保した。
（新型インフルエンザ対策医療提供体制整備事業）
（新型インフルエンザウィルス薬備蓄事業）
●ウィルス性肝炎の予防及びまん延防止のため，保健所等において検査・相談を実施した。また，
肝炎に関する最新の知見や県の制度等の普及を図るための研修を開催した。
（肝炎対策事業）
●予防接種後の健康状況調査や市町村に対する指導及び関係機関との連絡調整等を実施した。
（予防接種対策事業）

●新興・再興感染症等の発生に備え，関係機関との関係強化
に努め，感染制御対策の広域的な連携体制の構築を図る。
●感染症病床及び結核病床の確保により適切な医療提供体
制を構築するとともに，感染症に関する知識の普及・啓発に努
め，保健所での検査・相談体制の充実を図る。
●ウイルス性肝炎に関する正しい知識の普及・啓発を行うとと
もに，検査・治療などの総合的な推進を図り，要診療者に対す
る早期治療を促進して肝がんなどの予防を図る。

難病対策

●地域で安心して療養できる環境を整備するために，神
経難病医療ネットワーク，各圏域における地域支援ネット
ワークづくりを推進します。
●家族の負担を軽減するために，難病患者に適切な
サービスを提供できる難病ホームヘルパーの養成を行い
ます。
●難病に関する理解の啓発，支援者の資質向上のため
に研修会・医療講演会を開催します。
●保健所による訪問支援活動によって患者・家族等への
支援を推進します。
●難病相談支援センター，神経難病医療連携センターを
設置し，相談に応じるとともに，レスパイト入院の調整を行
います。

●拠点病院及び協力病院等からなる神経難病医療ネットワークを構築し，患者からの医療相談及
び緊急時の入院施設等確保に対応した。
（ＡＬＳ等総合対策事業）
●在宅難病患者の病気の特性に応じたサービスを提供できるヘルパー養成のための研修会を開
催した。また，地域包括支援センターの職員等を対象とした研修会を開催し，在宅難病患者の地
域での受入を促進した。
（難病患者等居宅生活支援事業）
●難病相談支援センターにおいて相談対応等を実施した。

●難病医療連絡協議会事業及びホームヘルパー養成研修
事業の取組により平成28年度で目標値を達成
●次期計画では，難病等医療提供体制の根幹を成す，指定
医師数を指標とし，難病指定医の確保に取り組んでいく予定

医療従事者
の確保対策

●地域住民が健康で安心して暮らせるよう，地域医療を
担う医師・看護師等の医療従事者の確保を強力に推進し
ていきます。

●県内の自治体病院に医師を配置することで地域における医師不足の解消を図ったほか、医師の
勤務環境や学生の教育環境の整備、そして研修医、医学生への研修を行うことで医師の県内定着
を図った。また、新設医学部の卒業医師が県内に定着するように必要な支援を行った。
（ドクターバンク事業・ドクターキューピット事業）
（医学生修学資金貸付事業）
（医師育成機構運営事業）
（勤務環境改善事業）
（医学部設置推進事業・医学部設置等支援事業）

●薬剤師会による研修実施を支援し薬剤師の資質向上を促進した。また，薬剤師会や関係団体と
連携し，薬剤師の県内定着，偏在解消に取り組んだ。
（フィジカルアセスメント研修会）
（薬剤師確保対策事業）
 
●看護学生修学資金貸付事業や看護職就職ガイダンス等を実施し，若年層の看護職員の県内
定着，地域偏在解消に取り組んだほか，院内保育所の整備や運営に対する支援により，看護職員
の離職防止を図った。また，ナースセンターの体制を整備し，就業を希望する看護職と医療機関の
マッチングによる未就業看護師の再就職等を促進した。このほか，院内研修やキャリアアップの体
制を整備し，看護職員の質の向上に努めた。
（看護学生修学資金貸付事業）
（潜在看護職員復職研修事業）
（院内保育所運営等事業）
（ナースセンター事業）
（新人看護職員研修事業）
（認定看護師スクール運営事業）

●リハビリテーション専門職の確保対策として，「みやぎOT・PT・ST合同就職説明会」を開催した。

●歯科衛生士や歯科技工士の離職防止，復職支援に関する研修の実施を支援した
（歯科医療従事者確保支援事業）

●宮城県医師育成機構と連携を図りながら，医学生修学資金
貸付事業や勤務環境改善，キャリア形成支援等を通じ、県内
での医師確保・定着に向けた取組を継続するとともに，東北医
科薬科大学卒業医師の輩出を見据えた取組を実施していく。

●県歯科医師会等と連携し，歯科医療従事者の安定的な確
保，資質向上に努めていく。

●看護職員の確保，離職防止，再就職支援の取組みを継続
する。なお，平成３０年度に，全国推計方法を用いて看護職員
の需給計画を策定する予定。

●薬剤師会等と連携し，薬剤師確保対策事業を継続すること
により，薬剤師の県内定着，偏在解消を促進する。

●理学療法士，作業療法士については，目標値に対して未達
成であることから，引き続き，主に新卒者を対象としたリハビリ
テーション専門職向けの「合同就職説明会」を開催し，言語聴
覚士を含めたリハビリテーション専門職の確保を図る。
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項目 目指すべき方向性 取組状況・現状 指　　標　　名 目　標　値 現時点での状況 今後の方向性基準値 現況値

医療福祉情報
化の推進

●地域医療福祉環境の効率化を図るため，ICT（情報通
信技術）を活用した情報ネットワークを構築します。具体
的には「医療福祉情報連携基盤システム」の導入・普及
を目指します。

●ＩＣＴによる地域医療ネットワークの整備を支援した。（再掲）
（みやぎ医療福祉情報ネットワーク整備事業）

医療福祉情報連携基盤シス
テム等の導入
（医療機関・薬局・介護保険
施設等への設置）

平成23年 0 平成28年度 571施設 300施設 達成

●引き続き「みやぎ医療福祉情報ネットワーク（MMWIN）」の運
営団体と連携してネットワークの周知に取り組むとともに，より多
くの医療機関等（病院・診療所），薬局・介護保険施設等や県
民のネットワーク利用を促進していく。

高校生の献血率の増加 平成23年度 4.1% 平成27年度 4.1% 全国レベル 達成

ラジオＣＭ等による啓発 平成23年度
70字ストーリー

ラジオＣＭ
80回放送

平成27年度
テレビＣＭ放送

48回放送

各年度80回以上
（テレビ放送
40回以上）

達成

血液製剤の使用量 平成22年度
全国平均より

多い
平成27年度

全国平均より
少ない

全国レベル 達成

血液確保及び
臓器移植等対

策

●平成22年に厚生労働省が設定した「献血推進2014」
に基づき，若年層の献血者数の増加，安定的な集団献
血の確保，複数回献血の増加を目指します。
●宮城県合同輸血療法委員会の活動を通して，血液製
剤の適正使用を促進します。
●臓器移植フォーラムの開催や資材等の作成・配布を行
い，臓器移植について県民の理解を深める機会を設け，
臓器提供の可否や治療選択の判断の一助となるよう普
及啓発を行います。

●高校教諭を対象とした研修会を開催したほか，宮城県赤十字血液センターで実施する献血セミ
ナーを案内し，高校生の献血を促進した。また，むすび丸を活用したテレビＣＭを作成・放映すると
ともに，県政ラジオにおいて献血協力を呼びかけた。
（献血推進普及指導事業）
●宮城県合同輸血療法委員会について，幹事会及び委員会を年２回ずつ開催し，県内における
血液製剤使用適正化について協議を行った。
（血液製剤使用適正化普及事業）
●県民向けのフォーラムを開催し，臓器移植の正しい知識と深い理解について普及啓発を図った
（平成２８年度からは，より多くの県民に普及啓発を図るため街頭キャンペーンに転換）。
（臓器移植等推進普及啓発事業）

●献血の推進については，今後も同様の事業を実施し，普及
啓発に努める。

●臓器移植の推進については，今後も，これらの事業により普
及啓発に努めるとともに，臓器移植コーディネーター及び臓器
移植協力病院等との連携強化を図る。
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
平成29年度
（目標年度）

見解 備考

49.9％ 50.3％ 52.9％ 54.5％ 56.6％ ― ― 70％

11.9％ 11.9％ 14.2％ 16.0％ 17.1％ ― ― 45％

4.96％ 6.01％ 4.03％ 5.75％ 6.75％ ― ―
減少率
25％

メタボ予防及び改善に向けた，「栄養・運動・たばこ」に関する取組や啓発を実施するととも
に，特定健診・保健指導の従事者研修を通じ，従事者の保健指導の質の向上を図ることによ
りメタボ割合は減少しているものの，目標値とは開きがある。
今後は既存事業の充実を図るとともに，メタボ改善に向け，保険者，企業等と連携した県民
運動等の新たな取組を推進していく。

男性　40.7％
女性　12.0％

― ― ―
男性　37.7％
女性　11.7％

―
男性　38.5％
女性　11.7％

男性　20％
女性　6％

成人の喫煙率は男女とも若干低下しているが，目標値とは開きがある。
引き続きたばこの健康影響に関する普及・啓発の取組等，既存事業の充実を図るとともに，
受動喫煙対策についても取組を推進していく。

27.3日 27.5日 26.3日 26.2日 26.2日 25.6日 ― 26.4日
平均在院日数は目標値を達成している状態であり，引き続き医療介護連携をはじめとする地
域包括ケアシステムの構築等を推進していく。

介護療養病床を除く

－
24.3％

－
24.7％

－
29.5％

53.0％
33.9％

60.6％
39.0％

64.9％
43.0％

― 当面30％
後発医薬品の数量シェアは着実に上昇している。
引き続き後発医薬品の安心使用促進に向けて啓発活動等を実施していく。

上段：新指標によるもの
下段：旧指標によるもの

― 6,607億円 6,861億円 6,800億円 6,949億円 ― ―
適正化前　7,722億円
適正化後　7,578億円

目標値を達成する水準で推移しており，引き続き医療費適正化に係る各種取組を推進して
いく。

男性　11.9ｇ
女性　10.4ｇ

― ― ― ― ―
男性　11.4ｇ
女性　 9.5ｇ

男性　9ｇ
女性　8ｇ

成人の食塩摂取量は男女ともに減少傾向にあり，特に女性は目標値に対して概ね順調に減
少している。引き続き，生活習慣病予防のため正しい食生活の知識の普及等，既存事業の
充実を図る。

 25.6％ ― ― ― ― ― 26.8% 25％以下
成人の脂肪エネルギー比は増加しており，引き続き，生活習慣病予防のため正しい食生活
の知識の普及等，既存事業の充実を図る。

36.2％
31.2％
50.4％

― ― ― ― ―
28.3%
14.1%
36.0%

－
41％
60％

運動習慣者の割合は各年代ともに減少し，特に20～64歳の青壮年期の減少は著しい。生活
習慣病予防のため正しい運動習慣の知識の普及や産官学連携による取組の強化を図る。

上段：計
中段：20歳～64歳
下段：65歳以上

26.6％
22.6％
35.2％

― ― ― ― ―
23.6%
11.1%
23.2%

－
33％
48％

運動習慣者の割合は各年代ともに減少し，特に20～64歳の青壮年期の減少は著しい。生活
習慣病予防のため正しい運動習慣の知識の普及や産官学連携による取組の強化を図る。

上段：計
中段：20歳～64歳
下段：65歳以上

81.7 82.1 80.7 76.9 76.5 77.3 ― 71.8
がん対策の各種取組により低下傾向にあるものの，目標値には達していない。
今後もがん予防対策やがん医療に携わる専門的な医療従事者の育成及び確保等，がん対
策の取組をさらに推進していく。

75歳未満

63.3 65.1 55.1 48.1 47.0 44.1 ― 57.0 平成27年全国平均：38.4

37.5 33.8 27.6 26.4 26.6 24.2 ― 33.3 平成27年全国平均：21.3

30.7 32.4 28.1 28.4 27.9 26.2 ― 27.6

13.8 12.7 10.5 10.3 9.9 9.7 ― 12.4

 39.1分 40.1分 40.9分 42.4分 42.8分 42.5分 ―
平成29年
全国平均

全国的に延長傾向にあるが，全国平均を上回っており，目標値には達していない。
今後も救急医療体制の強化に向けた取組等をさらに推進していく。

平成27年全国平均：39.4分

※メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率は，性・年齢階級別に該当者数の割合を算出し，階級毎の人口をかけることで該当者数を算出。
※平均在院日数の出典は病院報告であるが，年度単位ではなく年単位の統計のため，表中「平成○年度」を「平成○年」と読み替える。
※平成23年度の医療費は都道府県別国民医療費を記載。平成24年度及び平成25年度分の医療費については国において推計で算出したもの。
※救急搬送時間は年単位の統計のため，表中「平成○年度」を「平成○年」と読み替える。

メタボ対策等の生活習慣病予防等，各種の取組により低下しており，目標値を達成してい
る。
引き続き減塩等の食習慣や運動習慣改善への働きかけの強化及びたばこ対策等の取組を
推進していくほか，病院前救護活動に係る普及啓発やその他の救急医療体制の強化に向け
た取組を推進していく。

救急搬送時間（病院収容所
要時間）（分）

医療費（億円）

独自に設定している目標

運動の習慣化（運動習慣者
の増加）（男性）（％）

運動の習慣化（運動習慣者
の増加）（女性）（％）

年齢調整死亡率（人口10万
対）（がん）

年齢調整死亡率（人口10万
対）（脳卒中）（男性）

年齢調整死亡率（人口10万
対）（脳卒中）（女性）

年齢調整死亡率（人口10万
対）（虚血性心疾患）（男性）

年齢調整死亡率（人口10万
対）（虚血性心疾患）（女性）

メタボ対策等の生活習慣病予防等，各種の取組により低下傾向にあり，目標値を達成してい
るが，全国平均よりは高い。
引き続き減塩等の食習慣や運動習慣改善への働きかけの強化及びたばこ対策等の取組を
推進していくほか，ＩＣＴを活用した脳卒中医療ネットワーク構築の取組等を推進していく。

成人の食塩摂取量（ｇ）

脂肪エネルギー比率（20代～
40代）（％）

第２期宮城県医療費適正化計画の進捗状況

住民の健康の保持の推進

特定健康診査の実施率（％）

特定保健指導の実施率（％）

メタボリックシンドロームの該
当者及び予備群の減少率
（H20年度対比）（％）

国保の保険者である市町村に対する助言や財政支援等，各種の取組により，目標値とは開
きがあるものの，着実に上昇している。
今後も市町村への助言等を行うほか，特定健診・保健指導の従事者研修を通じ，各保険者
の企画・評価技術の向上を図る等，各保険者と連携した取組を推進していく。

医療の効率的な提供の推進

医療に要する費用の見通し

後発医薬品の使用促進（数
量シェア）（％）

医療機能の強化・連携等を
通じた平均在院日数の短縮
（日）

たばこ対策（成人の喫煙率）
（％）

【様式２】 資料５ 



1 

 

第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適正化計画を含む）の 
策定について 

 

１ 第７次宮城県地域医療計画と第３期宮城県医療費適正化計画の一体的な策定について 

 以下の理由等により，次期計画から，両計画を一体的に策定することとする。 

（１）地域医療計画及び医療費適正化計画は国の基本方針等により，調和が保たれるべき

とされており，国の「医療費適正化に関する施策についての基本的な方針」でも，「医

療計画と一体的に作成することでも差し支えない」とされていること。 

（２）第３期医療費適正化計画の入院医療費の見込みは，病床の機能の分化及び連携の推

進の成果を踏まえて算出することとされていること。 

 

２ 計画の策定根拠・目的・変遷 

（１）医療計画 

医療法(昭和２３年法律第２０５号)第３０条の４第１項の規定に基づき，都道府県は厚

生労働大臣が定める基本方針に即して，かつ，地域の実情に応じて，当該都道府県におけ

る医療提供体制の確保を図るための計画を定めることとされている。 

また，同法第３０条の６第２項の規定により，都道府県は少なくとも５年ごとに調査，

分析及び評価を行い，必要と認めるときは，当該都道府県の医療計画を変更するものとさ

れている。 

現行の第６次宮城県地域医療計画は，平成２５年４月に公示し，計画期間を５年間と定

めたことから，今回，計画を変更するもの。 

①第１次宮城県地域保健医療計画（昭和６３年８月及び平成元年６月公示） 

②第２次宮城県地域保健医療計画（平成 ５年８月公示） 

③第３次宮城県地域保健医療計画（平成１１年８月公示） 

④第４次宮城県地域保健医療計画（平成１５年８月公示） 

⑤第５次宮城県地域医療計画  （平成２０年４月公示） 

⑥第６次宮城県地域医療計画  （平成２５年４月公示） 

※平成２８年１１月変更（「宮城県地域医療構想」追加） 

 ⑦第７次宮城県地域医療計画  （平成３０年３月公示予定） 

（２）医療費適正化計画 

 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第９条第１項の規定に基

づき，都道府県は厚生労働大臣が定める基本方針に即して，５年ごとに，５年を一期とし

て，当該都道府県における医療費適正化を推進するための計画を定めるものとされている。 

 現行の第２期宮城県医療費適正化計画は，平成２５年４月に策定し，計画期間が５年間

であることから，今回，次期計画を策定するもの。 

 ①宮城県医療費適正化計画（平成２０年４月策定） 

 ②第２期宮城県医療費適正化計画（平成２５年４月策定） 

 ③第３期宮城県医療費適正化計画（平成３０年３月策定予定） 

資料６ 
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３ 宮城県地域医療計画及び宮城県医療費適正化計画の位置付け（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 次期計画の策定 

（１）医療計画 

①従来からの主な記載事項 

イ ５疾病（がん，脳卒中，急性心筋梗塞，糖尿病，精神疾患）・５事業（救急医療，

災害時における医療，へき地の医療，周産期医療，小児医療（小児救急医療を含む。））

及び在宅医療の目標，医療連携体制等に関する事項 

ロ 医師・看護師等の医療従事者の確保，医療の安全の確保に関する事項 

ハ 病床の整備を図るべき区域の設定に関する事項 

ニ 基準病床数に関する事項 等 

②第７次計画の主な見直し事項 

イ 計画期間が６年間に変更（第６次は５年間） 

※在宅医療については中間年（３年）に調査・分析 

ロ 基準病床数 

○病床過剰地域で，必要病床数が既存病床数を大きく上回る場合の特例 

○精神病床は第５期障害福祉計画の入院需要の数値を用いた算定式（３年後に更新）

ハ ５疾病・５事業・在宅医療 

○「急性心筋梗塞」を「心筋梗塞等の心血管疾患」に変更 

○へき地保健医療計画と周産期医療体制整備計画を，それぞれ医療計画に一本化 

○在宅医療は，県や市町村関係者による協議の場を設置 

※介護保険事業（支援）計画との整合性の確保 

 

みやぎ

子ども・子育て

幸福計画 

宮城県 

障害福祉 

計画 

 

 

宮城県 

がん対策 

推進計画 

 

宮 城 県 
歯と口腔の 
健康づくり 
基本計画 

 

宮 城 県 

宮城県 

感染症 

予防計画 

 

宮 城 県 

国民健康保険

運営方針 

 

宮 城 県 

国民健康保険

運 営 方 針 

宮城県 

自殺対策 

計画 

 

宮城県 

宮城の将来ビジョン 

＝ 安心と活力に満ちた地域社会づくり ＝ 

 

宮城の将来ビジョン 

＝ 安心と活力に満ちた地域社会づくり ＝ 

みやぎ２１

健康プラン 

宮城県地域医療計画 

宮城県医療費適正化計画 

宮城県地域医療構想 

 

市町村介護保険事業計画 

みやぎ高齢者元気プラン 

宮城県高齢者福祉計画 

宮城県介護保険事業支援計画 
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（２）医療費適正化計画 

①従来からの主な記載事項 

イ 住民の健康の保持の推進に関し達成すべき目標及び取り組むべき施策 

ロ 医療の効率的な提供の推進に関し達成すべき目標及び取り組むべき施策 

ハ 計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項 等 

②第３期計画の主な見直し事項 

  イ 計画期間が６年間に変更（第２期は５年間） 

  ロ 医療費の見込みの算定 

   ○入院外医療費…計画最終年度に特定健康診査等及び後発医薬品の使用割合の全国

目標を達成した場合の医療費から，なお残る地域差を縮減したもの 

○入院医療費…病床機能の分化及び連携の推進の成果を踏まえ算出 

  ハ 達成すべき目標として，「生活習慣病等（糖尿病等）の重症化予防の推進」「後

発医薬品の使用割合」「医薬品の適正使用の推進（重複投薬，多剤投与の適正化）」

等が追加 

  ニ その他 

   ○医療費適正化計画を策定又は変更する時は，保険者協議会に協議 

○医療費適正化計画と国民健康保険運営方針との調和を図る 
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５ 策定スケジュール（予定） 

 

時期 宮城県地域医療計画策定懇話会 県 

Ｈ29 7 月 26 日 ○第 1回 
・現行計画の進捗，次期計画策定
スケジュール，構成案等の提示・
意見聴取 

 

8 月 上旬  
 

○懇話会の意見を反映し，素案の
策定作業 

中旬 
 

 
 

23 日 ○第 2回 
・素案の提示・意見聴取 

 

9 月   ○懇話会の意見を反映し，中間案
の策定作業 

10 月 上旬  

中旬  

下旬 ○第 3回 
・中間案の提示・意見聴取 

 

11 月 上旬  ○懇話会の意見を反映し，最終案
の策定作業 

中旬  

下旬  ○医療審議会へ諮問 

12 月 上旬  ○市町村・関係団体等への意見聴
取及びパブリックコメントの実施 

中旬  

下旬  

H30 1 月 上旬  ○市町村・関係団体・パブリック
コメントの意見等を踏まえ，最終
案を修正 中旬  

下旬 ○第 4回 
・最終案の提示・意見聴取 

 

2 月 上旬  ○懇話会の意見を反映し，最終案
を修正 

中旬  ○医療審議会から答申 

下旬   

3 月 上旬   

中旬   

下旬  ○第 7次宮城県地域医療計画の策
定・公示 

4 月   ○第 7次宮城県地域医療計画施行 
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医療圏について 

 

 

１ 医療圏の区分 

  

○一次医療圏 

発熱や腹痛等の一般的な疾病，軽度の外傷等に対し，診療所等の医療機関で外来診

療による治療を受けるための身近な医療を提供する医療圏。おおよそ市町村を単位と

して設定される。なお，医療法では規定されていない。  

 

 

○二次医療圏 

特殊な医療を除く一般的な入院医療サービスを提供する医療圏。複数の市町村を一

つの単位として設定される。 

※医療法施行規則（昭和２３年１１月５日厚生省令第５０号） 

「地理的条件等の自然的条件及び日常生活の需要の充足状況，交通事情等の社会的条件を

考慮して，一体の区域として病院及び診療所における入院に係る医療を提供する体制の確

保を図ることが相当であると認められるものを単位として設定すること」 

 

 

○三次医療圏 

著しく重症な場合の検査や治療，高度な技術を提供する特殊な医療を行う医療圏。

原則として都道府県を一つの単位として設定される。 

※医療法施行規則 

「都道府県の区域を単位として設定すること。ただし，当該都道府県の区域が著しく広い

ことその他特別な事情があるときは，当該都道府県の区域内に２以上の当該区域を設定し，

また，当該都道府県の境界周辺の地域における医療の需給の実情に応じ，２以上の都道府

県の区域にわたる区域を設定することができる」 
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２ 二次医療圏の見直しの基準 

二次医療圏の設定については，国から以下の見直しの基準が示されている（３つ全てに

該当する場合は，見直しを検討）。 

 

○当該医療圏の人口規模が２０万人未満であること。 

○一般病床及び療養病床の推計流入入院患者の割合（流入率）が２０％未満であること。 

○一般病床及び療養病床の推計流出入院患者の割合（流出率）が２０％以上であること。 

 

※設定の見直しを検討する際は，二次医療圏の面積や基幹となる病院までのアクセスの

時間等も考慮することが必要 

 

 

３ 宮城県の患者流出入及び二次医療圏見直しの該当状況 

 

○流入率 

＝当該医療圏の入院患者のうち，他の医療圏からの入院（流入）患者の占める割合 

○流出率 

＝当該医療圏に居住している患者のうち，他の医療圏への入院（流出）患者の占める割合 

 

○医療圏ごと流出入 

医療圏 人口（人） 流入率（％） 流出率（％） 二次医療圏の見直し対象

仙南 174,204 7.4 32.0 ◎

仙台 1,532,056 18.4 1.3

大崎・栗原 270,782 15.6 21.6

石巻・登米・気仙沼 346,396 5.2 25.7  

 

出典：平成２８年度宮城県患者調査 ※人口は H29.6.1 宮城県推計人口を使用 



■第７次宮城県地域医療計画（第３期宮城県医療費適正化計画を含む）構成（案）

編 章 節 編 章 節

第１節　計画の趣旨　 第１節　計画の趣旨　

第２節　基本理念　 第２節　基本理念

第３節　計画の位置付け　 第３節　計画の位置付け

第４節　計画期間　 第４節　計画期間　

第２編　東日本大震災からの復興

第１節　東日本大震災の発生　 第１節　東日本大震災の発生　

第２節　被害状況の概要　

第３節　医療機関等の被害の概要等　

第４節　医療救護活動　

第５節　地域医療復興に向けた取り組み　 第２節　地域医療復興に向けた取り組み

第１節　県の姿　 第１節　県の姿　

第２節　人口統計　 第２節　人口統計　

第３節　県民の健康状態　 ・削除（第７編「医療費適正化の推進」において記載）

第４節　県民の受療状況　 第３節　県民の受療状況

第５節　医療施設の状況　 第４節　医療施設の状況

第６節　医療従事者の状況　 第５節　医療従事者の状況

第７節　各圏域の状況　 第６節　各圏域の状況

第１節　医療圏の設定　 第１節　医療圏の設定　

第２節　基準病床数　 第２節　基準病床数　

第１節　医療機能の分担・連携と集約化の促進 第１節　医療機能の分担・連携と集約化の促進

第２節　地域医療支援病院の整備目標　 第２節　地域医療支援病院の整備目標　

第３節　医療安全対策　 第３節　医療安全対策　

第１節　がん　 第１節　がん　

第２節　脳卒中　 第２節　脳卒中　

第３節　急性心筋梗塞　 第３節　心筋梗塞等の心血管疾患 ・法令改正による対象範囲の変更

第４節　糖尿病　 第４節　糖尿病　

第５節　精神疾患　 第５節　精神疾患　

第６節　救急医療　 第６節　救急医療　

第７節　災害医療　 第７節　災害医療　

第８節　へき地医療　 第８節　へき地医療　 ・へき地保健医療計画を医療計画と一体的に策定

第９節　周産期医療　 第９節　周産期医療　 ・周産期医療体制整備計画を医療計画と一体的に策定

第10節　小児医療　 第10節　小児医療　

第11節　在宅医療  第11節　在宅医療  

第12節　歯科医療　 第12節　歯科医療　

第13節　感染症対策　 第13節　感染症対策　

第14節　難病対策　 第14節　難病対策　

第15節　健康危機管理対策　 第15節　健康危機管理対策　

第１節　医療従事者の確保対策　 第１節　医療従事者の確保対策　

第２節　医療福祉情報化の推進　 第２節　医療福祉情報化の推進　

第３節　医薬品提供体制　 第３節　医薬品提供体制　

第４節　血液確保及び臓器移植等対策　 第４節　血液確保及び臓器移植等対策　

・削除（第１編「計画の策定」において記載）

（１）趣旨

（２）地域医療構想の位置付け

（１）少子高齢化の進行 ・削除（第３編第２節「人口統計」において記載）

（２）医療資源の現状 ・削除（第３編第４節「医療施設の状況」及び第５節「医療従事者の状況」において記載）

（３）構想区域の設定 ・削除（二次医療圏と同一）

（４）医療需要，必要病床数及び居宅等における医療の必要量 第１節　医療需要，必要病床数及び居宅等における医療の必要量

（１）仙南区域 第１節　仙南区域

（２）仙台区域 第２節　仙台区域

（３）大崎・栗原区域 第３節　大崎・栗原区域

（４）石巻・登米・気仙沼区域 第４節　石巻・登米・気仙沼区域

（１）地域医療構想の達成に向けた取組の方向性 ・削除（第２章「区域別構想」において記載）

（２）地域医療構想調整会議 第１節　地域医療構想調整会議

（３）進行管理 ・削除（第８編「計画の推進と進行管理」において記載）

・医療費適正化計画を医療計画と一体的に策定

・削除（第１編「計画の策定」において記載）

第１節　計画策定の目的

第２節　計画の位置付け

第１節　医療費の動向 第１節　医療費の動向

第２節　生活習慣病及びメタボリックシンドロームの状況 第２節　生活習慣病及びメタボリックシンドロームの状況

第３節　病床の状況

第４節　平均在院日数の状況

第５節　行政評価に見る地域医療 ・削除（調査内容が変更されたため）

第６節　現状と課題の総括 第３節　現状と課題の総括

第１節　基本理念 ・削除（第１編「計画の策定」において記載）

第２節　目指すべき取組と目標 第１節　目指すべき取組と目標

【想定される内容】
○県民の健康の保持の推進
　・適正体重の維持とバランスの取れた食生活・食習慣の実現
　・身体活動・運動量の増加
　・たばこ対策
　・高齢者の介護予防（ロコモティブシンドローム，フレイル等）
　・特定健康診査，特定保健指導
　・糖尿病の重症化予防
○医療の効率的な提供の推進
　・受診の適正化
　・後発医薬品の使用促進
　・医薬品の適正使用
　・地域医療構想達成の推進　等

第３節　計画期間における医療費の将来見通し 第２節　計画期間における医療費の見込み ・法令改正による算出方法の変更

・削除（第８編「計画の推進と進行管理」において記載）

第１節　計画の推進（関係機関等の役割分担）

第２節　計画の進行管理

第３節　計画の評価

第１節　関係機関等の役割分担　 第１節　関係機関等の役割分担　

第２節　計画の推進と連携体制　 第２節　計画の推進と連携体制　

第１節　ＰＤＣＡサイクルの推進　 第１節　ＰＤＣＡサイクルの推進　

第２節　計画の実績評価　 第２節　計画の実績評価　

資料編 資料編

・削除（第３編第４節「医療施設の状況」において記載）

第６次宮城県地域医療計画（宮城県地域医療構想），第２期宮城
県医療費適正化計画

第７次宮城県地域医療計画（宮城県地域医療構想）（第３期宮城
県医療費適正化計画を含む）（案） 第６次→第７次への変更内容等

第１編　計画の策定 第１編　計画の策定

第２編　東日本大震災からの復旧・復興

第３編　医療の現状 第３編　医療の現状

第４編　医療圏の設定と基準病床数 第４編　医療圏の設定と基準病床数

第５編　医療提供体制 第５編　医療提供体制

【宮城県地域医療構想】 第６編　地域医療構想

・医療費適正化計画に係る内容を追加
・地域医療構想に係る内容を追加

・削除（医療機関の被害状況等は，第１節の中で一体的に記載）

１　地域医療構想策定の趣旨

２　総論 第１章　総論

第１章　安全で良質な医療提供体制の整備

第２章　いつでもどこでも安心な医療の提供 第２章　いつでもどこでも安心な医療の提供

第１章　安全で良質な医療提供体制の整備

第３章　医療環境の充実強化 第３章　医療環境の充実強化

３　区域別構想 第２章　区域別構想

４　地域医療構想の推進体制 第３章　地域医療構想の推進体制

【第２期宮城県医療費適正化計画】 第７編　医療費適正化の推進

第１章　計画の策定

第２章　医療費の動向を踏まえた医療等の現状と課題 第１章　医療費の動向を踏まえた医療等の現状と課題

第３章　取組と目標 第２章　取組と目標

第４章　計画の推進と評価

・医療費適正化計画に係る内容を追加
・地域医療構想に係る内容を追加

第６編　計画の推進と進行管理 第８編　計画の推進と進行管理

第１章　計画の推進 第１章　計画の推進

第２章　計画の進行管理 第２章　計画の進行管理

資料８ 
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